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１．過去の共⽤検討の振り返り(1/2)
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図表1-1 過去の情報通信審議会での共⽤検討の概要

• これまでに情報通信審議会において⾏われた“携帯電話の上空利⽤に関する共⽤検討”の概要を図表1-1に⽰す。

第184回情報通信技術分科会
新世代モバイル通信システム委員会報告

(2024年12⽉17⽇)※3

第169回情報通信技術分科会
新世代モバイル通信システム委員会報告

(2023年01⽉24⽇)※2

第148回情報通信技術分科会
新世代モバイル通信システム委員会報告

(2020年03⽉31⽇)※1
委員会＃

• TDD帯• FDD帯/BWA帯/3.4_3.5GHz帯• FDD帯/BWA帯/3.5GHz帯検討周波数前
提
条
件 • ~1,500m• 150~1,500m • ~150m上空移動局⾼度

• 3GPP 19セルモデルによる確率計算（モンテカルロシ
ミュレーション)

• 上空局の送信電⼒は⼀定値とし、送信電⼒値を変
えて評価

• 3GPP 19セルモデルによる確率計算（システムレベ
ルシミュレーション/3GPP伝搬モデル)

• 上空局へ適⽤する送信電⼒制御⽅式は、地上⽤、
上空⽤の両⽅で評価

• 3GPP 19セルモデルによる確率計算（システムレベ
ルシミュレーション/3GPP伝搬モデル)

• 上空局へ適⽤する送信電⼒制御⽅式は、地上⽤、
上空⽤の両⽅で評価

対携帯電話基地局

モ
デ
ル
と
検
討
⼿
法

• 既存システムごとに、過去の共⽤条件を導いた際の
検討⼿法(1対1もしくは確率計算、伝搬モデルも過
去の検討と同様)に基づき評価

• 3GPP 19セルモデルによる確率計算（モンテカルロシ
ミュレーション)

• 上空局の送信電⼒分布は、携帯基地局とのシステム
レベルシミュレーションで得られた累積分布を流⽤。

• 伝搬モデルは⾃由空間伝搬を使⽤

• 被⼲渉局のアンテナ指向性と過去の情通審における
共⽤検討事例により⼿法を以下のように分類
 オムニ︓過去の共⽤条件の適⽤可能性のみ考察、

計算省略
 指向性︓
 1対1︓上空局の位置で結合損差分を計算し、

評価
 確率︓確率計算（モンテカルロシミュレーション）

のエリアを上空に拡張し(半径100m、⾼さ
150m)、再計算した結果で評価。上空局の送
信電⼒分布は、地上の累積分布をそのまま流⽤。

 伝搬モデルは⾃由空間伝搬を使⽤。

対既存システム

※1 https://www.soumu.go.jp/main sosiki/joho tsusin/policyreports/joho tsusin/bunkakai/02tsushin10 04000446.html
※2 https://www.soumu.go.jp/main sosiki/joho tsusin/policyreports/joho tsusin/bunkakai/02tsushin10 04000548.html
※3 https://www.soumu.go.jp/main sosiki/joho tsusin/policyreports/joho tsusin/bunkakai/02tsushin10 04000638.html
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２-①．共⽤検討の前提条件
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• 第38回新世代モバイル通信システム委員会（2026年1⽉30⽇）※1~3での議論を踏まえ、今回の共⽤検討については、以下の前提条件で検討を進めることとした。

• 共⽤検討の前提条件
 今回の共⽤検討において⽬指すことは、“超低空域”において、“上空移動局に地上移動局と同じ送信電⼒制御を適⽤した場合”に、過去の共⽤検討で定めた共⽤条

件に影響が⽣じるかどうかを明らかにすることと考える。
 今回の共⽤検討で検討対象とする被⼲渉システムは、過去の共⽤検討と同様に、携帯電話基地局及び、隣接周波数で運⽤されている既存システムの無線局とする。
 今回の共⽤検討の前提条件としては、以下の通りとする。

 検討対象周波数帯︓FDD帯における上空利⽤可能周波数帯（800MHz帯、900MHz帯、1.7GHz帯、2GHz帯）
 上空移動局⾼度︓10m以下※4
 検討対象システム︓LTE

※1 第38回新世代モバイル通信システム委員会 https://www.soumu.go.jp/main sosiki/joho tsusin/policyreports/joho tsusin/5th generation/02kiban14 04001292.html
※2 第38回新世代モバイル通信システム委員会 資料38-1 “携帯電話等の低⾼度における上空利⽤に係る検討の開始について”(事務局)P.3 https://www.soumu.go.jp/main content/001053292.pdf
※3 第38回新世代モバイル通信システム委員会 資料38-2 “農薬散布⽤ドローンの遠隔⾃動運航の実現に向けた規制緩和提案”(千葉市)P.11  https://www.soumu.go.jp/main content/001053295.pdf
※4 ※3の資料での上空移動局⾼度の想定は5m以下であるが、第15回上空利⽤検討作業班でのご意⾒をもとに幅を広げて10m以下で検討を⾏った。

図表2-①-1 携帯電話等の低⾼度における上空利⽤に係る検討 ※2 図表2-①-2農薬散布⽤ドローンの遠隔⾃動運航の実現に向けた規制緩和提案※3
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２-③．共⽤検討⼿法（1/5）
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• 今回検討すべきこと
 ⼀般的に、⼲渉電⼒は、下記の式で表現される。

⼲渉電⼒値＝(送信電⼒値※1＋送信アンテナ利得※2－給電損※2)－伝搬損＋(受信アンテナ利得－給電損※3）

 今回の検討の前提条件においては、⼲渉電⼒値に主に影響するのは、上式で⾚字で⽰した2つの項⽬（伝搬損と受信アンテナ利得）になる。
※1 今回、上空移動局と地上移動局には、同じ送信電⼒制御を適⽤する前提なので、送信電⼒値は、伝搬損のみに依存すると考えられる。
※2 検討対象周波数帯においては、移動局の送信アンテナ利得=0dBi（オムニ）、給電損=0dBを⽤いている。
※3 被⼲渉局の給電損は⼀定値であり、与⼲渉局に依存しない。

 すなわち、今回の検討は、移動局が地上1.5ｍに存在する場合と上空10mに存在する場合の、伝搬損及び被⼲渉局受信アンテナ利得の変化を検討することと同じ。

与⼲渉局(上空移動局)に関する項⽬ 被⼲渉局(携帯基地局、既存システム)に関する項⽬
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２-③．共⽤検討⼿法（2/5）
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• 検討に⽤いる電波伝搬モデルについて
 過去の共⽤検討で⽤いた伝搬モデルが、今回の⾼度10m以下という条件においても、そのまま使えるかどうかを⾒極める必要がある。

今回の共⽤検討への適⽤可能性考察過去の共⽤検討※4で⽤いた伝搬モデル被⼲渉システム
• 3GPPにおいて端末性能評価時に使⽤する伝搬モデル。3GPP 19セルモデルでのシミュレーションに⽤いられているもの。
• TR36.777は、TR38.901を上空⽤に拡張したモデルであるが、移動局⾼度が⼀定値以下（都会︓22.5m以下、

ルーラル︓10m以下）の場合は、TR38.901と同じであるため、今回の検討では、TR38.901で検討可能。

• 3GPP伝搬モデル
 地上移動局︓TR 38.901※5
 上空移動局︓TR 36.777※6

携帯電話基地局

• 3GPP伝搬モデルは、基地局が近接して設置される携帯電話システムに特有の電波伝搬環境を模擬するモデルであり、
その適⽤可能領域は、無線局アンテナ⾼等（基地局⾼は数⼗m）により限定されていることに留意が必要。

• 過去の共⽤検討※4において検討対象とした既存システムのアンテナ⾼は、携帯電話基地局アンテナ⾼よりかなり低い
ため、3GPPモデルの適⽤は適切ではないと考えられる。

• 過去の共⽤検討※4においても、3GPPモデルではなく、⾃由空間伝搬モデルを採⽤し、ワーストケースでの評価を⾏っ
ているため、今回も⾃由空間伝搬モデルを採⽤することが妥当と考えられる。

• ⾃由空間伝搬モデル既存システム

※4 第148回情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告 (2020年03⽉31⽇)
※5 TR38.901 “Study on channel model for frequencies from 0.5 to 100 GHz”
※6 TR36.777 “Study on Enhanced LTE Support for Aerial Vehicles”

図表2-③-1 検討に⽤いる電波伝搬モデルの考察

適⽤する伝搬モデル被⼲渉無線局与⼲渉無線局検討対象システム

TR38.901基地局
地上移動局

携帯電話
上空移動局

⾃由空間伝搬モデル既存システムの無線局
地上移動局

既存システム
上空移動局
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２-③．共⽤検討⼿法（3/5）
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• TR36.777の適⽤範囲︓TR36.777が独⾃の式を規定しているのは、移動局⾼度が⼀定値以上（都会︓22.5m以上、ルーラル︓10m以上）の場合のみ

TR36.777の適⽤範囲TR36.777における伝搬損モデル伝搬環境

1.5m≦hUT≦22.5mTR38.901と同じ（Table7.4.1-1のPLUMa-LOS）
UMa-AV 

LOS

都会
(Urban)

22.5m<hUT≦300m
d2D≦4km

TR36.777の式を規定︓
PLUMa-AV-LOS=28.0+22log(d3D)+20log(fc)

1.5m≦hUT≦22.5mTR38.901と同じ（Table7.4.1-1のPLUMa-NLOS）
UMa-AV 
NLOS 22.5m<hUT≦100m

d2D≦4km
TR36.777の式を規定︓
PLUMa-AV-NLOS=17.5+(46-7log(hUT))log(d3D)+20log(40πfc/3)

1.5m≦hUT≦10mTR38.901と同じ（Table7.4.1-1のPLRMa-LOS）
RMa-AV 

LOS

ルーラル
(Rural)

10m<hUT≦300m
d2D≦10km

TR36.777の式を規定︓
PLRMa-AV-LOS=max(23.9-1.8log(hUT),20)log(d3D)+20log(40πfc/3)

1.5m≦hUT≦10mTR38.901と同じ（Table7.4.1-1のPLRMa-NLOS）
RMa-AV 
NLOS 10m<hUT≦300m

d2D≦10km
TR36.777の式を規定︓
PLRMa-AV-NLOS=max(PLRMa-AV-LOS,-12+(35-5.3log(hUT))log(d3D)+20log(40πfc/3)

RMa(Rural Macro)︓ルーラル地域で基地局がマクロ局の場合
UMa(Urban Macro)︓都会で基地局がマクロ局の場合
LOS(Line Of Sight)︓⾒通し環境
NLOS(Non Line Of Sight)︓⾒通し外環境
fc︓中⼼周波数

図表2-③-2 TR36.777の適⽤範囲等

d3D

d2D

hUT

hBS

hUT︓移動局⾼度
d3D︓移動局と基地局の直線距離
d2D︓移動局と基地局の⽔平離隔距離
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２-④．共⽤検討結果（携帯電話基地局）
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• 携帯電話基地局への⼲渉影響検討結果
 検討結果を図表2-④-2に⽰す。

• 800MHz帯、2GHz帯共に、上空移動局の割合が増加すると、基地局へ到来する電⼒値も増加する傾向となった。
• 上空⽐率20%、⾼度10mでの増加量は、都会で最⼤2.25dB、ルーラルで最⼤1.29dB。

図表2-④-2 携帯電話基地局との共⽤検討結果（確率97％値で⽐較）

171=9台＊19セル(20%)57=3台*19セル(6.7%)19=1台*19セル(2.2%)上空合計
上空9＋地上36上空3＋地上42上空1＋地上44台/セル

ﾗﾝﾀﾞﾑ1053ﾗﾝﾀﾞﾑ1053ﾗﾝﾀﾞﾑ1053上空移動局⾼度(m)
2.152.232.122.131.861.901.831.861.661.711.641.61800MHz都市
1.101.261.030.960.860.930.810.770.750.840.730.69800MHzルーラル
2.182.252.142.161.871.931.861.881.701.761.681.672GHz都市
1.141.291.050.990.920.990.870.840.820.910.80.772GHzルーラル

都市

ルーラル

都市

ルーラル
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２-④．共⽤検討結果（既存システム）（2/7）
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• 既存システムへの⼲渉影響（800MHz帯）
 既存システムとの1対1モデルによる検討結果を図表2-④-5~8に⽰す。
 被⼲渉局近傍において⼲渉影響が⼤きくなる場合（10dB以上のケースあり）があることがわかる（RM（⼤規模）、MCA（管理移動）、広帯域⼩電⼒無線システム

図表2-④-5 800M-① ラジオマイク（特定⼩電⼒） 図表2-④-6 800M-② MCA↓

図表2-④-7 800M-③ 広帯域⼩電⼒無線システム 図表2-④-8 800M-④ 3次元測位↓
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２-④．共⽤検討結果（既存システム）（3/7）
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• 既存システムへの⼲渉影響（900MHz帯/1.7GHz帯/2GHz帯）
 既存システムとの1対1モデルによる検討結果を図表2-④-9~12に⽰す。
 被⼲渉局近傍において⼲渉影響が⼤きくなる場合（15dBのケースあり）があることがわかる（気象衛星）。

図表2-④-9 900M-① RFID 図表2-④-10 1.7G-① 気象衛星↓

図表2-④-11 1.7G-② ラジオゾンデ 図表2-④-12 2G-① ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｰﾄﾞﾚｽ電話
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• 10m以下の⾼度に限定し、上空移動局に地上携帯電話と同じ送信電⼒制御を適⽤した場合の共⽤検討結果からは、以下のことがわかる。
 ⼲渉影響の程度

• 携帯電話基地局に対する⼲渉影響は、上空移動局の割合を約20％、⾼度10mとした場合、地上移動局からの⼲渉影響より2dB程度増加する。
• 既存システム（FDD帯において上空利⽤が許可されている周波数帯（800MHz帯、900MHz帯、1.7GHz帯、2GHz帯）で運⽤されているシステム）に

対する⼲渉影響は、上空移動局の割合を約20％、⾼度10mとした場合、6dB程度増加する。
• しかし、これは、上空移動局⾼度と台数を⼀定の条件においた状態での結果であり、上空移動局が被⼲渉局空中線⾼度に近い⾼度に存在する場合には、⼲渉

影響が更に⼤きくなる傾向にある点に注意が必要である。これは、上空利⽤が禁⽌されている周波数帯（700MHz帯、1.5GHz帯）における過去の共⽤検討
結果と同様である。

 ⼲渉回避⽅策について
• 携帯電話基地局の場合

与⼲渉局（上空移動局）、被⼲渉局（携帯電話基地局）ともに、同じ免許⼈（携帯電話事業者）になる。現状は、携帯電話事業者⾃⾝の判断で、上空移動局に対す
る上空⽤送信電⼒制御の強度を調整し、⼲渉量を適切にコントロールし、⼲渉回避を実現している。上空⽤送信電⼒を⾏わない場合、携帯電話基地局への⼲渉影響が
2dB程度増加することは避けられない。さらに、利⽤者が、低⾼度でのみ運⽤すること、上空移動局が現⾏制度で許可されている周波数帯だけでしか送信しないことを担保しな
ければ、電波法違反等の問題が発⽣することに留意が必要である※1。

• MCA↓（管理移動局）、気象衛星↓の場合
共⽤検討の結果からは、被⼲渉局の近傍かつ、被⼲渉局のアンテナ⾼に近い⾼度で上空利⽤を⾏うと、⼲渉影響が発⽣することがわかる。有害な⼲渉を回避するためには、被
⼲渉局の免許⼈との間で協議を⾏い、適切な所要離隔距離を設定し、その離隔距離以遠でのみ運⽤を⾏うことが考えられる。しかし、協議を⾏うには、与⼲渉局の免許⼈であ
る携帯電話事業者が、上空移動局がいつどの場所で⾶⾏するかを事前に把握しておく必要がある。

• 800MHz帯広帯域⼩電⼒無線システム（AP）の場合
共⽤検討の結果からは、被⼲渉局の近傍かつ、被⼲渉局のアンテナ⾼に近い⾼度で上空利⽤を⾏うと、⼲渉影響が発⽣することがわかる。800MHz帯広帯域省電⼒無線シ
ステム（AP）は、登録局であるため、MCA↓（管理移動局）、気象衛星↓の場合と同様に、被⼲渉局の免許⼈との間で協議を⾏い、適切な所要離隔距離を設定し、その
離隔距離以遠でのみ運⽤を⾏うことが考えられる。しかし、協議を⾏うには、与⼲渉局の免許⼈である携帯電話事業者が、上空移動局がいつどの場所で⾶⾏するかを事前に把
握しておく必要がある。⼀⽅で、 800MHz帯広帯域⼩電⼒無線システムは、キャリアセンスを⾏い、⼲渉影響がある場合は、他のチャネルで運⽤を⾏うことが可能と考えられるた
め、現実的には、実運⽤上の問題が発⽣する可能性は低いかもしれない。

• 10m以下限定で、上空移動局に地上携帯電話と同じ送信電⼒制御を適⽤することを実現するには、携帯電話事業者が、⾃⾝の基地局への⼲渉影響増加を受け⼊れ、上記
の事前協議を実施したうえで、さらに、以下の課題があると考えられる。
 上空移動局が、10m以下の⾼度でしか発信しないことを担保する⽅策
 上空移動局が、 現在、FDD帯において、携帯電話の上空利⽤が許可されている周波数帯（800MHz帯、900MHz帯、1.7GHz帯、2GHz帯）以外で発信しないこ

とを担保する⽅策

※1 第38回新世代モバイル通信システム委員会資料38-3 https://www.soumu.go.jp/main_content/001053296.pdf
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